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ての 1 人当たり GNI の水準を，縦軸には 10 年
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図 1 各国の所得水準と経済成長率の関係（1970 年代～2000 年代）
（出所）戸堂［2015］図 5-2 を参考に World Development Indicators および UNComtrade データベースより筆者計算。
間の平均での 1 人当たり GNI の成長率をとっ
たものである。データは 1970 年から 2010 年の
もので，線で結ばれている 4 つの点は，1970 年
























































フェリペは 1990 年時点の所得水準で 2000 米ド
ル以下を低所得国，2000 米ドルから 7250 米ド








移行に 28 年以上（1 人当たり所得の成長率が年平
均 4.7 パーセント未満）要した場合，上位中所得
国では，高所得国への移行に 14 年以上（同 3.5
パーセント未満）要した場合，中所得国の罠に捕
らわれていると定義される［Felipe 2012］。












2005 年 基 準 で 1 万 ド ル 以 上 あ る こ と































































































































究で用いられている［Abdon et al 2010; Felipe ,
Abdon, and Kumar 2012］。PRODY・EXPY の利
点は，計算に必要なデータの入手が比較的容易
な点にある。ハウスマン等の計算方法に倣えば，


















GDP , X=∑  
……(1)






ン等［Hausmann, Hwang and Rordik 2007］の手法
にできるかぎり従って PRODY および EXPY
を計算する。ハウスマン等は，PRODY を算出
する際の貿易データとして UN COMTRADE
データベースを用い，HS コード 6 桁レベルで
1999～2001 年のデータを用いた。また，各国の
1 人当たり GDP については世界銀行の World
Development Indicators（WDI）のデータから
PPP 調整済み GDP を用いている。さらに，サ
ンプル選択によるバイアスを防ぐために，1999
年～2001 年まで，貿易データと GDP データの
両方が継続して入手可能な 113 カ国を対象に
PRODY を計算している。




113 カ国に対して本論では 97 カ国となってい
る。これは，後に 1999～2001 年のデータをベー




た，本論でも PPP 調整済み GDP を PRODY の
計算に用いる。ただし，本論では，WDI から現
在入手可能な 2011 年ベースの PPP 調整済み実
質 GDP の数値を用いている。ハウススマン等






2000～15 年 の デ ー タ を 用 い て 同 期 間 の
PRODY・EXPY を作成し，さらにHS1988/
1992 と HS1996 のコンバータを用いて 1990 年





PRODY2000 と 2009 年～11 年の平均である
PRODY2010 を 計 算 し て い る。表 1 は
PRODY2000 および PRODY2010 の要約統計量
およびハウスマン等の PRODY の要約統計量
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表 1 PRODY の要約統計量
データ数 平均 中位値 標準偏差 最小値 最大値
PRODY 1999-2001
(Hausmann et al. 2007) 5,023 14,172 6,110 748 46,860
PRODY2000 5,132 21,996 21,974 8,714 1,033 75,710
PRODY2010 4,991 25,714 26,057 9,737 906 85,668
（出所）Table 2, Hausmann et al. 2007 および World Development Indicators および UN Comtrade データベースより
筆者計算。
表 2 PRODY2000 および PRODY2010 の上位・下位 5 品目
①上位 5品目





75,710 590290 タイヤコードファブリック，その他のもの 85,668












65,537 080250 ピスタチオナット 75,718







HS コード 品目 PRODY2000 HS コード 品目 PRODY2010
010120 馬 864 261210 ウラン鉱及びトリウム鉱（精鉱を含む。） 906





261210 ウラン鉱及びトリウム鉱（精鉱を含む。） 1,121 410512 羊のなめした皮 1,821
090500 バニラ豆 1,529 410612 やぎのなめした皮 1,821
260500 コバルト鉱（精鉱を含む。） 1,587 540620
再生繊維又は半合成
繊維の長繊維の糸 1,832
（出所）World Development Indicators および UN Comtrade データベースより筆者計算。
を示したものである。ハウスマン等の PRODY
と PRODY2000 を 比 較 す る と，同 時 期 の
PRODY であるにも関わらず，その平均は
PRODY2000 の方が大きくなっている。これは，
元となる PPP 調整済み GDP の基準年が異なる
ためである。一方で，データ数や分散などは類
似したものとなっている。また，PRODY2000
と PRODY2010 を比較すると，PRODY2010 年
の方が世界の平均 1 人当たり GDP が上昇して
いる分，値が大きくなっている。
表 2 は PRODY2000 と PRODY2010 につい
て最大 5 品目と最小 5 品目を示したものである。
PRODY2000 の最小 5 品目のうち 2 品目，最大
5 品目のうち 2 品目はハウスマン等の PRODY




図 2 は PRODY2000 と PRODY2010 の対数
値をプロットしたものである。対数を取って
PRODY2000 と PRODY2010 の相関をとると
.754となり，また順位の相関をとると .746 とな





し 機（HS842850）」は PRODY2000 で は 2 万
4826 米ドルであるが PRODY2010 では 2406 米
ドルに低下している。逆に，「金を張った卑金
属 及 び 銀（HS710900）」は PRODY2000 で は







図 2 PRODY2000 と PRODY2010 の相関
（出所）World Development Indicators および UN Comtrade デー
タベースより筆者計算。
次に，EXPY を式(2)に基づいて計算する。
このとき，PRODY2000 を用いて 2000 年につ
いて計算されたものを EXPY2000 と呼び，
PRODY2010 を用いて 2010 年について計算さ
れ た も の を EXPY2010 と 呼 ぶ。表 3 は
EXPY2000 と EXPY2010 について，上位 5 カ
国を示したものである。EXPY2000 の上位 5
カ国中 3 カ国，下位 5 カ国中 2 カ国はハウスマ
ン等の EXPY と共通である。EXPY2000 と
EXPY2010 を比較すると国の入れ替わりはあ
るが，上位は先進工業国が多く，下位はアフリ
カ の 国 が 多 く な っ て い る。EXPY2000 と
EXPY2010 について対数を取って相関をとる
と .883 となり，また順位の相関をとると .909












に加えている(注5)。図 3 は PRODY2000 に基づ











表 3 EXPY2000 および EXPY2010 の上位・下位 5 カ国
①上位 5カ国
EXPY2000 EXPY2010
ルクセンブルク 38,490 ルクセンブルク 43,816
スイス 29,391 マカオ 39,076
アイルランド 28,390 アイルランド 34,415
シンガポール 27,067 スイス 34,410
日本 27,065 シンガポール 32,669
②下位 5カ国
EXPY2000 EXPY2010
ニジェール 3,275 マラウィ 5,863
ニカラグア 3,321 ニジェール 6,772
ウガンダ 3,620 ガイアナ 10,180
ベニン 3,914 トーゴ 10,508
タンザニア 4,437 ベニン 10,553
（出所）World Development Indicators および UN Comtrade データベースより筆者計
算。





























得 る。一 方 で，HS コ ー ド 6 桁 レ ベ ル の





図 3 東アジア 6 カ国の EXPY の変化（1990-2015 年）
（出所）World Development Indicators および UN Comtrade データベースより筆者計算。
列でみた際に，HS コード 6 桁レベル（約 5000
品目）では財の数が多すぎるため，どの品目の





























ただし，EXPYisは i 国の生産ステージ s につ
いての EXPY。xisは i 国の生産ステージ s に属
する財の輸出額，xijは i 国の財 j の輸出額，Xi
は i 国の全輸出額となる。



















図 4 は北東アジア・東南アジアの 6 カ国につ
いて，2000 年時点の EXPY を国別・生産ステー
ジ別に集計したものである。生産ステージ別
EXPY の 6 カ国の平均値は，低い方から一次産
品（1 万 4991 米ドル），消費財（1 万 9549 米ドル），
加工品（2 万 217 米ドル），部品（2 万 5305 米ドル），
資本財（2 万 5664 米ドル）となる。また，各生産
ステージ内での EXPY のばらつきにも差があ
る。一次産品については，タイの EXPY が 1
万 1103 米ドルと低い以外は，各国とも 1 万
5000～1 万 6000 米ドル台となっている。部品・
資本財については，すべての国について EXPY
が 2 万 4000～2 万 7000 米ドル台に収まってい
る。一方で，消費財については各国の EXPY
に大きな差がある。最小のインドネシアの
EXPY（1 万 5195 米ドル）は一次産品の 6 カ国平
均の EXPY と同水準であり，最大の日本の








続いて，各国の 1990～2015 年の EXPY につ
いてより詳しく分析することで，輸出構造の高
度化に差がついた要因を探る。6 カ国の
1990～2015 年の EXPY の変化について財別で
生産ステージ内・生産ステージ間変化の寄与度




























図 4 国別・生産段階別 EXPY（2000 年）






























































それでは，なぜ 2000 年以降，北東アジア 2 カ
国と東南アジア 2 カ国では輸出高度化において








表 4 ステージ内・ステージ間の EXPY の変化
a．韓国（1990～2015 年）
輸出シェア EXPY
1990 年 2000 年 変化 寄与度（ステージ間） 1990 年 2000 年 変化
寄与度
（ステージ内）
資本財 18.8％ 25.0％ ＋ 6.1％ ＋ 75 23,147 26,935 ＋ 3,788 ＋ 714
消費財 37.9％ 17.2％ － 20.7％ ＋ 667 20,155 22,575 ＋ 2,420 ＋ 918
加工品 26.0％ 32.4％ ＋ 6.4％ － 25 21,859 21,906 ＋ 47 ＋ 12
一次産品 1.0％ 0.4％ － 0.6％ ＋ 51 13,395 15,021 ＋ 1,626 ＋ 17
部品 16.1％ 24.9％ ＋ 8.8％ ＋ 477 26,708 27,386 ＋ 678 ＋ 109
＋ 1,244 ＋ 1,769
輸出シェア EXPY
2000 年 2015 年 変化 寄与度（ステージ間） 2000 年 2015 年 変化
寄与度
（ステージ内）
資本財 21.6％ 24.1％ ＋ 2.5％ ＋ 197 26,282 26,157 － 125 － 57
消費財 18.2％ 12.8％ － 5.4％ ＋ 26 22,061 24,596 ＋ 2,535 ＋ 502
加工品 32.1％ 31.2％ － 1.0％ ＋ 47 21,839 22,996 ＋ 1,157 ＋ 455
一次産品 0.3％ 0.4％ ＋ 0.1％ － 6 15,449 14,732 － 717 － 4
部品 27.7％ 31.5％ ＋ 3.8％ ＋ 279 24,267 28,943 ＋ 4,675 ＋ 1,161
＋ 542 ＋ 2,057
b．マレーシア（1990～2015 年）
輸出シェア EXPY
1990 年 2000 年 変化 寄与度（ステージ間） 1990 年 2000 年 変化
寄与度
（ステージ内）
資本財 9.0％ 26.5％ ＋ 17.5％ ＋ 1,124 24,991 27,997 ＋ 3,006 ＋ 271
消費財 16.0％ 11.3％ － 4.7％ － 1 19,147 20,231 ＋ 1,084 ＋ 173
加工品 28.7％ 22.4％ － 6.4％ ＋ 407 14,590 17,637 ＋ 3,047 ＋ 876
一次産品 24.2％ 6.1％ － 18.1％ ＋ 1,064 14,684 16,229 ＋ 1,544 ＋ 374
部品 22.1％ 33.8％ ＋ 11.7％ ＋ 1,264 27,520 27,737 ＋ 217 ＋ 48
＋ 3,858 ＋ 1,741
輸出シェア EXPY
2000 年 2015 年 変化 寄与度（ステージ間） 2000 年 2015 年 変化
寄与度
（ステージ内）
資本財 19.0％ 12.9％ － 6.1％ － 470 26,815 28,801 ＋ 1,986 ＋ 362
消費財 12.5％ 13.1％ ＋ 0.6％ － 10 18,664 19,840 ＋ 1,176 ＋ 167
加工品 22.1％ 39.6％ ＋ 17.4％ － 1,485 17,716 17,686 － 30 ＋ 139
一次産品 6.0％ 5.9％ － 0.1％ － 116 16,415 15,803 － 612 － 37
部品 40.3％ 28.5％ － 11.8％ － 876 25,974 30,257 ＋ 4,283 ＋ 1,163
－ 2,955 ＋ 1,794
c．中国（1992～2015 年）
輸出シェア EXPY
1992 年 2000 年 変化 寄与度（ステージ間） 1992 年 2000 年 変化
寄与度
（ステージ内）
資本財 9.1％ 19.1％ ＋ 10.0％ ＋ 544 23,199 25,725 ＋ 2,526 ＋ 230
消費財 51.0％ 42.1％ － 8.9％ ＋ 190 17,195 17,996 ＋ 801 ＋ 408
加工品 25.5％ 23.3％ － 2.3％ － 4 18,382 20,153 ＋ 1,771 ＋ 452
一次産品 9.3％ 3.6％ － 5.7％ ＋ 212 14,881 14,874 － 6 － 1
部品 5.0％ 11.9％ ＋ 7.0％ ＋ 525 25,403 26,228 ＋ 826 ＋ 41
＋ 1,463 ＋ 1,131
輸出シェア EXPY
2000 年 2015 年 変化 寄与度（ステージ間） 2000 年 2015 年 変化
寄与度
（ステージ内）
資本財 17.3％ 27.6％ ＋ 10.3％ ＋ 595 24,826 28,058 ＋ 3,232 ＋ 717
消費財 43.9％ 29.0％ － 14.8％ ＋ 767 17,825 19,460 ＋ 1,636 ＋ 636
加工品 22.3％ 24.5％ ＋ 2.2％ － 54 19,922 23,418 ＋ 3,496 ＋ 782
一次産品 3.7％ 0.7％ － 3.0％ ＋ 200 15,432 15,118 － 314 ＋ 6
部品 12.9％ 18.1％ ＋ 5.3％ ＋ 244 25,515 27,715 ＋ 2,201 ＋ 389




1990 年 2000 年 変化 寄与度（ステージ間） 1990 年 2000 年 変化
寄与度
（ステージ内）
資本財 9.5％ 19.7％ ＋ 10.2％ ＋ 1,016 26,756 26,792 ＋ 36 ＋ 3
消費財 48.4％ 28.6％ － 19.8％ ＋ 761 15,721 17,359 ＋ 1,638 ＋ 792
加工品 22.2％ 23.2％ ＋ 1.0％ － 27 15,544 19,834 ＋ 4,290 ＋ 952
一次産品 7.3％ 4.2％ － 3.1％ ＋ 242 10,381 11,251 ＋ 870 ＋ 63
部品 12.7％ 24.4％ ＋ 11.7％ ＋ 1,178 26,486 27,071 ＋ 585 ＋ 74
＋ 3,170 ＋ 1,885
輸出シェア EXPY
2000 年 2015 年 変化 寄与度（ステージ間） 2000 年 2015 年 変化
寄与度
（ステージ内）
資本財 13.6％ 18.8％ ＋ 5.2％ ＋ 319 24,114 27,565 ＋ 3,452 ＋ 540
消費財 32.9％ 29.4％ － 3.5％ ＋ 222 16,056 18,294 ＋ 2,238 ＋ 672
加工品 21.8％ 27.9％ ＋ 6.1％ － 103 19,697 19,504 － 193 － 46
一次産品 4.1％ 3.6％ － 0.4％ ＋ 53 11,103 11,598 ＋ 495 ＋ 55
部品 27.7％ 20.4％ － 7.3％ － 491 24,927 26,846 ＋ 1,919 ＋ 457
－ 0 ＋ 1,677
e．日本（2000～2015 年）
輸出シェア EXPY
1990 年 2000 年 変化 寄与度（ステージ間） 1990 年 2000 年 変化
寄与度
（ステージ内）
資本財 32.5％ 29.3％ － 3.2％ － 29 27,054 27,860 ＋ 805 ＋ 262
消費財 24.0％ 18.7％ － 5.4％ ＋ 21 26,123 27,286 ＋ 1,163 ＋ 279
加工品 19.4％ 20.1％ ＋ 0.7％ － 7 25,701 26,590 ＋ 889 ＋ 172
一次産品 0.5％ 0.8％ ＋ 0.3％ － 30 15,815 15,150 － 665 － 3
部品 23.6％ 31.1％ ＋ 7.5％ ＋ 26 26,695 27,438 ＋ 743 ＋ 175
－ 19 ＋ 885
輸出シェア EXPY
2000 年 2015 年 変化 寄与度（ステージ間） 2000 年 2015 年 変化
寄与度
（ステージ内）
資本財 26.9％ 22.0％ － 4.9％ － 42 27,812 27,927 ＋ 114 ＋ 35
消費財 20.5％ 19.7％ － 0.8％ － 3 27,522 26,793 － 728 － 145
加工品 20.3％ 27.6％ ＋ 7.3％ － 56 26,567 25,338 － 1,228 － 245
一次産品 0.4％ 1.2％ ＋ 0.8％ － 98 14,511 14,874 ＋ 363 ＋ 6
部品 31.9％ 29.5％ － 2.4％ ＋ 7 26,978 28,173 ＋ 1,195 ＋ 385
－ 193 ＋ 40
f．インドネシア（2000～2015 年）
輸出シェア EXPY
1990 年 2000 年 変化 寄与度（ステージ間） 1990 年 2000 年 変化
寄与度
（ステージ内）
資本財 0.8％ 9.0％ ＋ 8.3％ ＋ 410 19,878 25,855 ＋ 5,977 ＋ 46
消費財 14.9％ 19.9％ ＋ 5.0％ ＋ 91 16,503 16,809 ＋ 306 ＋ 46
加工品 47.9％ 44.8％ － 3.1％ ＋ 111 13,070 15,588 ＋ 2,518 ＋ 1,206
一次産品 35.4％ 18.0％ － 17.4％ － 419 16,508 15,853 － 654 － 232
部品 1.0％ 8.2％ ＋ 7.2％ ＋ 609 23,344 25,043 ＋ 1,699 ＋ 17
＋ 800 ＋ 1,083
輸出シェア EXPY
2000 年 2015 年 変化 寄与度（ステージ間） 2000 年 2015 年 変化
寄与度
（ステージ内）
資本財 6.6％ 4.3％ － 2.3％ － 164 23,107 24,984 ＋ 1,877 ＋ 138
消費財 23.5％ 23.0％ － 0.5％ ＋ 9 15,118 16,729 ＋ 1,611 ＋ 392
加工品 42.9％ 41.7％ － 1.2％ ＋ 24 15,417 15,228 － 189 － 67
一次産品 18.8％ 24.3％ ＋ 5.5％ － 77 15,396 15,636 ＋ 241 ＋ 59
部品 8.1％ 6.7％ － 1.5％ － 117 23,790 24,620 ＋ 830 ＋ 81
－ 327 ＋ 617
（出所）World Development Indicators および UN Comtrade データベースより筆者計算。
いることからも，これは裏付けられる。第 2 に，
こうした「資源の罠」を除いても，東南アジア

































当たり GDP が 3 倍高い国に相当することを示
した［Rodrik 2006］。またショットは，フィン
ガーとクレイニン［Finger and Kreinin 1979］が
開発した輸出類似指数（ESI）を使って，中国の
対米輸出構造が急速に洗練化して，2001 年には































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































表 6 東アジア諸国の技術水準別 VS シェア（1990 年，2005 年）
① 1990 年
韓国 マレーシア 中国 タイ 日本 インドネシア
ハイテク財 37.2 50.0 21.5 59.2 8.8 35.7
高位中テク財 29.6 36.5 14.3 48.5 10.0 39.3
低位中テク財 37.2 35.0 10.9 39.1 18.4 26.7
ローテク財 26.5 27.1 14.6 29.1 12.2 13.4
一次産品 13.6 12.3 5.6 20.3 7.6 8.3
サービス 10.7 13.1 7.0 12.5 4.6 9.5
② 2005 年
韓国 マレーシア 中国 タイ 日本 インドネシア
ハイテク財 45.6 62.7 39.4 65.9 18.6 32.9
高位中テク財 35.4 48.1 27.2 51.8 16.7 34.4
低位中テク財 43.3 45.8 25.9 56.1 28.8 29.4
ローテク財 24.7 33.3 17.9 30.9 13.3 15.1
一次産品 12.4 13.2 8.7 14.5 7.9 5.4






































の国内コンテントは 36.3 パーセント，17.0 パー
セントである。なかでも両国のハイテク財の国
































表 7a 半導体・集積回路の VS シェアの分解（2005 年）
韓国 マレーシア 中国 タイ 日本 インドネシア
輸出額（単位：百万ドル） 32,522 21,653 27,996 7,094 32,323 381
1．国内コンテント（財別） 52.2 36.3 57.6 17.0 84.6 63.7
ハイテク財 35.9 13.4 25.2 11.7 43.4 35.5
高位中テク財 1.4 1.0 5.0 0.5 4.6 6.3
低位中テク財 1.9 1.5 8.4 0.4 5.7 3.9
ローテク財 0.5 0.5 1.9 0.2 2.4 1.3
一次産品 0.3 2.1 4.3 0.3 0.5 3.5
サービス 12.2 18.0 12.8 3.9 28.0 13.3
2.a 海外コンテント（財別） 26.9 35.9 18.2 50.2 7.2 15.1
ハイテク財 10.0 11.3 7.2 19.1 2.4 2.7
高位中テク財 2.6 4.6 1.4 3.8 0.7 2.4
低位中テク財 2.2 3.6 1.5 4.1 0.7 1.9
ローテク財 0.6 0.9 0.4 1.2 0.2 0.5
一次産品 0.8 1.3 0.5 1.8 0.7 0.9
サービス 10.7 14.0 7.2 20.1 2.6 6.7
2.b 海外コンテント（国別）
中国 2.8 6.0 － 10.8 1.4 4.0
韓国 － 2.5 3.7 5.4 0.9 1.2
台湾 2.6 2.7 1.9 4.2 1.1 0.5
日本 9.7 10.4 6.3 14.4 － 4.6
（北東アジア総計） 15.1 21.7 11.9 34.9 3.4 10.3
インドネシア 0.4 1.4 0.3 1.1 0.4 －
タイ 0.3 1.4 0.4 － 0.2 1.0
マレーシア 0.7 － 1.5 3.0 0.4 0.9
フィリピン 0.7 0.7 0.5 1.9 0.4 0.2
シンガポール 1.4 2.5 0.6 2.5 0.2 0.7
（東南アジア総計） 3.5 6.0 3.3 8.6 1.6 2.7
アメリカ 8.3 8.2 2.9 6.8 2.2 2.1
3．その他世界からの輸入 20.9 27.8 24.3 32.8 8.2 21.2
4．海外コンテント（総計） 47.8 63.7 42.4 83.0 15.4 36.3
（出所）アジア国際産業連関表（2005 年）より筆者計算。
（注）輸出額＝ 100 に基準化すると，国内コンテント（財別）の合計＋海外コンテント（財別あるいは国別）の合計＋





表 7b その他ハイテク財の VS シェアの分解（2005 年）
韓国 マレーシア 中国 タイ 日本 インドネシア
輸出額（単位：百万ドル） 66,780 37,363 233,068 23,482 96,425 4,885
1．国内コンテント（財別） 55.1 37.9 61.0 38.6 81.0 68.0
ハイテク財 29.1 21.6 23.2 23.4 40.3 37.5
高位中テク財 2.2 0.8 5.0 0.9 3.6 5.7
低位中テク財 5.3 1.4 7.5 1.2 6.2 4.1
ローテク財 1.1 0.4 2.5 0.6 2.4 1.5
一次産品 0.6 1.8 5.8 1.2 0.5 4.7
サービス 16.8 11.8 17.1 11.2 28.0 14.5
2.a 海外コンテント（財別） 22.6 36.2 15.4 35.1 8.5 13.1
ハイテク財 6.9 12.7 5.6 11.5 2.9 2.2
高位中テク財 2.2 3.8 1.4 3.1 0.7 2.3
低位中テク財 2.4 3.3 1.4 4.1 0.8 1.6
ローテク財 0.6 0.9 0.4 0.9 0.3 0.4
一次産品 1.2 1.4 0.4 1.7 0.8 0.8
サービス 9.3 14.1 6.3 13.8 3.1 5.8
2.b 海外コンテント（国別）
中国 3.4 7.1 － 7.2 1.8 3.3
韓国 － 2.4 2.9 2.6 1.1 1.0
台湾 1.7 2.8 1.5 2.5 1.1 0.5
日本 8.9 9.7 5.5 10.6 － 4.0
（北東アジア総計） 14.0 21.9 9.9 22.9 4.1 8.7
インドネシア 0.6 1.1 0.3 1.0 0.5 －
タイ 0.3 1.4 0.5 － 0.3 0.9
マレーシア 0.6 － 1.1 2.5 0.4 0.8
フィリピン 0.4 0.7 0.5 0.8 0.4 0.1
シンガポール 0.9 2.5 0.6 1.9 0.2 0.7
（東南アジア総計） 2.8 5.7 2.9 6.3 1.8 2.5
アメリカ 5.8 8.6 2.5 6.0 2.7 1.9
3．その他世界からの輸入 22.2 25.9 23.6 26.3 10.4 18.9
4．海外コンテント（総計） 44.9 62.1 39.0 61.4 19.0 32.0
（出所）アジア国際産業連関表（2005 年）より筆者計算。
（注）輸出額＝ 100 に基準化すると，国内コンテント（財別）の合計＋海外コンテント（財別あるいは国別）の合計＋



































































各国の VS シェアは増大した。VS1 シェアは東
南アジア諸国で増大しており，なかでもインド




図 5 VS シェア，VS1 シェアの変化（1995 年，2011 年）
（出所）OECD 国際産業連関表（1995 年，2011 年）より筆者計算
















































































































































































































































































ここで，v は s 国 i 部門の付加価値率（＝付加価
値額／生産額），n は国際産業連関表における各
国の部門数を示す。B はレオンチェフ逆行列
の対角行列の各セルであり，s 国 j 部門の生産
が 1 単位増加した時に s 国 i 部門の生産が何単



















は r 国 i 部門の付加価値率である。なおレオン
チェフ逆行列の非対角行列であるB は，s 国 j
部門の生産が 1 単位増加した時に r 国 i 部門の
生産が何単位増加するかを示す。そのため(2a)




















 B . …(3a)





 B . ……(4a)
付論 3．国別 VSシェア，国別VS1 シェア
Hummels, Ishi, and Yi［2001］によって定義さ
れた VS，VS1 を OECD 国際産業連関表に適用
すると，国別（s 国）VS シェア，VS1 シェアは
以下のように計算できる。
VS share=100X ∑ v
 B eue
……(5a)





ここで，v は r 国における付加価値ベクトル（1
行 n 列），B はレオンチェフ逆行列の非対角行
列（n 行 n 列：s 国の各部門の生産が 1 単位増加し
た時に r 国の各部門の生産が何単位増加するかを
表す），e は s 国の輸出ベクトル（n 行 1 列），u













製造業，サービスの 3 部門に分割し，VS share，
VS1 share に対する各部門の貢献度を計算し
た。
（注 1） 日本についても，1 人当たり実質 GNP


























































る。一方，国別 VS シェア，VS1 シェアの計算に
は，部門分類についての制約がないため，より新
















































ると，ハイテク財 2 万 7426 米ドル，上位中テク
財 2 万 4887 米ドル，下位中テク財 1 万 9293 米


































ロールしたうえで，1 人当たり GDP と VS シェア，
VS1 シェアの間には非線型の関係があり，経済
発展とともに VS シェアは逆 U 字型，VS1 シェ
アは U 字型の経路を辿ることを実証し，本論の
仮説と整合的な結果を導いた。
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Abstract
Export Upgrading in East Asia: Implications for
the Middle-income Trap
Satoru Kumagai and Ikuo Kuroiwa
The growth rates of Malaysia and Thailand are generally lower than those of Northeastern Asian
countries such as South Korea and China when compared at the same level of per capita income. This
difference could be caused by differences in the degree of export/industrial upgrading. In the first half
of this paper, we construct an export sophistication index and decompose it into within- and between-
production-stage factors. We find that both Northeast and Southeast Asian countries have successfully
upgraded their export structure within each production stage during the period 1990- 2015. However,
after 2000, the Southeast Asian countries have failed to upgrade their export structure to a more
sophisticated production stage, such as capital goods and parts/components. In the second half of this
paper, we analyze trade in value added using international input-output data to investigate the value
added content of high-tech exports. We find a significant change in the share of high-tech exports
when considering the share of domestic content in exports. Furthermore, Southeast Asian countries
have notably high vertical specialization shares ( i.e., the share of foreign content in exports) because
they heavily depend on intermediate inputs supplied by Northeast Asian countries. Moreover, the
flying geese pattern of industrial development, which reflects export structure upgrading from
downstream to upstream industries, is not observed in Southeast Asian countries.
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